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はじめに

１９２０年代から３０年代にかけて生じたハイ

パーインフレーションや大恐慌によって疲弊し

た地域経済を再生させるために利用された地域

通貨は，地域経済の再生に大きく貢献した。そ

の理由は，地域通貨の持つ特性にある。�発行
主体，�流通範囲，�利子の有無，の三点から
法定通貨と地域通貨を比較した場合，�市民，
市民団体，地方政府，�コミュニティ内部，�
無利子もしくは，マイナスの利子（減価），一

方，法定通貨は�中央銀行と民間銀行（信用創
造），�国家内部，�有利子の違いがある。地
域通貨は発行主体が中央銀行や民間銀行ではな

いため，中央銀行の権威が失墜するハイパーイ

ンフレーションや民間銀行が信用創造を収縮さ

せる景気後退期であっても，財やサービスを交

換するための通貨を供給することができる。ま

た限定された地域やコミュニティでしか使用で

きないため，通貨の域外流出を抑制し，財や

サービスの地域内循環を高めることができる。

更に通貨を貯蔵しても利子がつかない，もしく

はマイナスの利子によって減価するため貯蔵に

よる通貨滞留を抑制することができる。実際に

地域通貨を導入したドイツ２），オーストリア３）

などでは地域経済を短期間に回復させることに

成功した。しかし，通貨発行権の独占の侵害と

いう理由から地域通貨の発行は禁止されてし

まった。２０年代から３０年代に広まった地域通

貨で現在まで存続しているのはスイスのWIR４）

だけである。この時代を地域通貨第一次興隆期

と呼ぶならば，第二次興隆期は８０年代に入っ

てからである。

８０年代は資本移動が自由化されるなどグ

ローバリゼーションが本格的に進み，国際的分

業体制が拡大，深化していった。資本は期待収

益率の高い地域に集まり，期待収益率の低い地

域から逃避した。期待収益率の高い地域ですら

ある程度の投資を受け入れ，期待収益率が低下

し始めると資本は別の期待収益率の高い地域へ

と移動してしまうため，それぞれの地域が長期

的に安定的な資金を得ることは困難となり，金

融と実物両面において不安定性が増大してい

る。それぞれの地域は限られた資本の争奪を巡

り，経済競争は激化の一途を辿っている。特に

衰退しつつある地域経済において，法定通貨不

足は深刻となり，問題解決のために，地域内の

財やサービスを循環させる通貨が必要であっ

た。こうしたニーズに呼応するように地域通貨

が再び注目を集めることとなった。Ｂ.リエ

１）旭川大学経済学部准教授，北海道大学客員准教
授。

２）小さな炭坑町シュバァネンキアヘンで循環した
ヴェーラ（WARA）。

３）人口４，５００人の小さな町ヴェルグルで循環した
スタンプ券。

４）１９３４年にスイスのチューリッヒで開始された
継続する最古の補完通貨制度。

経済学研究 ５８－３
北海道大学 ２００８．１２

法定通貨と換金可能な紙券型地域通貨の経済効果
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ターは地域通貨を大きく「仕事を可能にするお

金５）」と「コミュニティを紡ぐお金６）」に分けて

論じている。地域通貨を導入する目的は，この

２つのどちらか，もしくは両方である。仕事を

可能にするお金は，法定通貨不足を補い，貯蔵

されずに循環するお金である。法定通貨不足に

悩む地域経済を活性化する役割が期待される。

一方，コミュニティを紡ぐお金は，崩壊しつつ

ある地域コミュニティを再生させる役割が期待

されている。そもそも地域コミュニティの崩壊

は，コミュニティ内においてお金を媒介せずに

互酬によって行われていた活動がお金を媒介と

した取引にとって代わられるときに生じてお

り，現在のお金を，互酬を実感できるようなお

金に変えることができれば崩壊しつつあるコ

ミュニティを再生できると期待されている。

日本の地域通貨の広がりは１９９９年にNHK･

BS で放送された「エンデの遺言」による影響が

大きい。日本の８０年代は経済状態が良好であ

り，９１年にバブル経済が崩壊した後も比較的

短い期間で景気回復すると考えられていたよう

に，地域通貨への関心が低かったと思われる。

しかし，長引く不況と，国の財政逼迫による公

共事業費削減などが，地域経済をどのように自

衛するかという地域住民意識の高まりをもたら

し，地域通貨への関心を呼び起こしたと考えら

れる。２０００年に入ってから実験的に導入され

た地域通貨の狙いは，主に福祉，ボランティア

活動を活性化させるコミュニティを紡ぐお金と

しての側面が強かった。仕事を可能にするお金

に対する関心も低くはなかったが，商店などで

地域通貨を受け取ってもらうには，法定通貨に

よる地域外からの仕入れが大きな障壁となって

いたと考えられる。初期の地域通貨に関するテ

レビ番組では，地域通貨の特性として法定通貨

とは換金できない点が強調されており，地域外

からの仕入れが不可欠な商店等が地域通貨の法

定通貨への換金が認められない状況下で地域通

貨事業へ積極的に参加することは期待できな

かった。法定通貨と換金可能な地域通貨を発行

する場合には，前払式証票法の第三者型前払式

証票の発行条件に従う必要がある。無期限の流

通期間の地域通貨を発行するのであれば，最低

資本金１，０００万円の条件を満たすこと，ただし

地域通貨の流通期間が６カ月以内であれば，最

低資本金１，０００万円の条件を満たさずとも地域

通貨を発行することができた。この法律をめぐ

り地域通貨事業を行う発行・運営主体にとって

２つの大きな悩みがあった。一つは６カ月以内

の条件で発行すれば，資本要件はクリアできる

が，６カ月ごとに地域通貨を再発行するための

費用がかり，財政的に厳しいこと。もう一つ

は，流通期間を無期限で発行しようとすれば資

本要件の１，０００万円を満たす必要があるという

ことであった。

しかし，２００７年３月１９日に前払式証票の規

制等に関する法律施行規則の一部を改正する内

閣府令が施行され，第三者型前払式証票発行の

資本要件が緩和され，発行主体が非営利活動法

人（NPO法人）であれば，最低資本金１，０００万

円が撤廃され，資本金が１，000 万円以下であっ

ても，地域通貨の使用期限を無期限にすること

が可能となった。仕事を可能にするお金として

地域通貨導入を検討していた地域にとっては大

きな法律改正と言えるだろう。

地域通貨は基本的に地域内でしか財やサービ

スの交換に使えないことが需要の地域外への流

出を抑制することになるが，法定通貨との換金

を認めれば地域内循環効果はそれだけ弱まるこ

とを意味する。地域内循環という地域通貨の利

５）１９８３年にカナダ・バウンクーバー島のコモッ
クス・バレーでマイケル・リントンが創始した
LETS（地域交換取引制度）は，オーストラリ
ア，ニュージーランド，イギリスなどに普及し
ていった。仕事を可能にするお金の代表例であ
る。

６）１９８６年には米国のエドガー・カーンがタイム
ダラーの概念を考案し，タイムダラーによる取
引に税控除が認められてから広く普及するよう
になった。コミュニティを紡ぐお金の代表例で
ある。

経 済 学 研 究426116（ ） ５８－３
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点が法定通貨との換金によってどの程度弱めら

れるかは，地域通貨を導入する地域やコミュニ

ティとっては大きな関心であろう。本論で

は，２節で法律の改正までの経緯，３節では単

純な経済モデルを構築して，換金可能な地域通

貨の経済効果のシミュレーションを実施し，ま

とめで，その効果を論じる。

１．地域通貨に関わる法とその改正

地域通貨の発行・運用は，関連する法制度に

従う必要がある。地域通貨と関連する法律は，

a）通貨の単位及び貨幣の発行等に関する法律，

b）日本銀行法，c）紙幣類似証券取締法，d）前

払式証票の規制等に関する法律，e）出資の受入

れ，預り金および金利等の取締りに関する法律

（出資法），が代表的なものであろう。a）では通

貨は補助通貨と日本銀行券に限定し，補助通貨

の発行権が政府に属することやその強制通用力

について定めている。b）は日本銀行券が法貨

として無制限に通用することを認めている。

上記の二法を踏まえて，c）の紙幣類似証券取

締法との関わりが地域通貨にとって重要とな

る。同法の「紙幣類似の作用をなす」に抵触しな

いためには，「どこでも，だれでも，何にでも」

という法定通貨同様の利用ができなければよい

との見解が財務省よりなされている。同法に関

わったケースとして代表的なものは，商品券を

複数回流通させる留辺蘂町（現北見市）地域商品

券７）である。北見市との合併に伴い現在地域通

貨は運用されてないが，その先進的な取組は高

く評価できる。当初，商品券の複数回流通は紙

幣類似証券取締法に抵触すると財務省が難色を

示したが，「複数回流通は登録事業者間に限る」

「換金は登録事業者が指定金融機関で行う」など

の条件を満たせばよいということで現行法の下

で容認された。

次に d）の前払式証票の規制等に関する法律

との関わりである。そもそも前払式証票とはプ

リペイドカードや商品券等を指す。法律の目的

は前払式証票購入者の利益保護やそれに関わる

信用の維持に資することとされている。発行形

式は自家発行型前払式証票（以下自家発行型），

第三者型発行前払式証票（以下第三者発行型）に

分類できる。

自家発行型は自社の店舗においてのみ使用す

ることができる商品券等を発行している場合で

あって，３月末又は９月末において，その商品

券等の未使用残高（＝商品券等の総発行額－総

回収額）が７００万円を超えたときは，財務局等

への届出が必要となる。未使用残高が１，０００万

円を超えた場合はその未使用残高の２分の１以

上の額に相当する額を供託するか，供託しない

場合には金融機関と保全契約を結んでおく必要

がある。

一方第三者型は，自社以外の第三者の店舗

（加盟店，フランチャイズ店等）においても使用

することができる商品券等を発行しようとする

場合で，事前に財務局等の登録を受ける必要が

ある。ただし有効期間が６カ月以内のものには

届け出の必要がないため，地域通貨の有効期限

を６カ月以内で発行した団体もあった。地域通

貨を第三者型前払式証票として発行する上での

大きな障壁となっていたのは，資本要件であっ

た。資本要件として資本又は出資の額が１億円

（使用できる範囲が一市町村に限定されている

ときは，１，０００万円以上），かつ，資産の合計

額から負債の合計額を控除した額が資本又は出

資の額の１００分の９０以上が課されている。財

政基盤が脆弱な非営利活動法人が発行主体の場

合，この資本要件を満たすことは容易ではな

い。また資本要件を満たせないことから地域通

貨を有効期限６カ月以内で発行した場合に

は，６カ月ごとに地域通貨を発行し直す必要が

あり発行コストがかさむ問題があった。そこで

金融庁では，営利を目的としない法人による前

７）地域商品券は留辺蘂町が発行し，町商工会議所
が委託販売した。２００２年から２００５年までの３
年間の使用期間（発行期間は二年間）で合計
４，０００万円の地域商品券が発行された。

２００８．１２ 法定通貨と換金可能な紙券型地域通貨の経済効果 吉地 427117（ ）
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払式証票発行特例事業として，２００５年６月よ

り政府が構造改革特区に認定した大阪府８）（寝

屋川市と吹田市）と北九州市９）で，当該特区計

画に特定事業の実施主体として定められた者に

対して，前払式証票法の事前登録要件のうち資

本要件を課さないこととした。

その後規制の特例措置は全国展開されること

となり，２００７年３月１９日に前払式証票の規制

等に関する法律施行規則の一部を改正する内閣

府令が施行され，第三者型前払式証票発行の資

本要件が緩和され，発行主体が非営利活動法人

（NPO法人）であれば，最低資本金１，０００万円

が撤廃された。発行主体が非営利活動法人であ

れば，使用期限が６カ月以上の地域通貨を発行

することが可能となり，発行コスト面での負担

が軽減することとなった。

供託金に関しては未使用残高が１，０００万円を

超えた場合はその未使用残高の２分の１以上の

額に相当する額を供託するか，供託しない場合

には金融機関と保全契約を結んでおく必要があ

る。但し，第三者型として発行された地域通貨

の未使用残高の１００％保証は購入者保護の観点

から金融庁から強い要望として出されており，

この点に留意する必要がある。

最後に e）の出資法に関しては，現金の提供

を受けて地域通貨を発行する場合，元本全額分

の換金を行うと，出資法に抵触するおそれがあ

るため，換金の条件を設定するなど換金の取扱

に注意する必要がある。

地域通貨を法定通貨と換金できる仕組みは，

海外ではカナダ・トロントのトロント・ダ

ラー１０）や米国のマサチューセッツ州西部に位置

するバークシャー（Berkshire）郡南部のバーク

シェアーズ１１）（Berkshares）が広く知られてい

る。地域通貨が法定通貨に換金されてしまうと

地域内で流通する地域通貨の意義が薄れてしま

うという批判がある。しかし，商店等で地域通

貨を使用する場合には，地域通貨を受け取った

商店が地域外からの仕入れには法定通貨が不可

欠なことから，登録事業者が手に入れた地域通

貨を換金することは，多くの事業者に参加して

もらうためには避けられない側面もある。日本

における地域通貨は，使用期限が無期限かつ法

定通貨との換金可能という新しい機能を手に入

れることにより地域経済の持つ複雑な産業連関

に対応しつつ経済活性化を図る新しい段階に進

もうとしている。そこで次節では，換金可能な

地域通貨の地域内循環効果について簡単なシ

ミュレーションを行い，その経済効果を考察す

る。

２．ランダム・ネットワーク・シミュレーション

基本設定

単純な設定で法定通貨と紙券型地域通貨を媒

介とする経済取引ネットワークのシミュレー

ションを行う。ネットワーク用語を確認してお

こう。ネットワークは点と点を結ぶ線から構成

される。点は結節点（ノード）と呼ばれ，線は紐

帯（リンク）と呼ばれる。経済取引を行う企業や

家計を結節点と仮定する。まず結節点を三つの

グループ（Ｃ，Ｎ，Ｏ）に分類する。Ｃタイプと

８）大阪元気コミュニティ創造特区（吹田市「友－
友」，寝屋川市「地域通貨ねやがわ」）

９）北九州市地域通貨特区（北九州市「地域通貨オリ
オン委員会」）

１０）１９９８年設立。紙幣型で発行され，特定事業者
はカナダ・ドルとの交換の際に１０％分はコ
ミュニティ事業へ寄付され，残り９０％をカナ
ダ・ドルで受け取る仕組みとなっている。

１１）２００６年９月より流通。２００７年７月には１００万
バークシェアーズを発行した。バークシェアー
ズの購入者は９０米セントで１バークシェアー
ズを手に入れることができ，買い物の際には商
店に１バークシェアーズを１ドル相当で受け
取ってもらえるため１０％ほど安く購入でき
る。商店は換金する際には，１バークシェアー
ズを預け，９０米セントを受け取ることにな
る。購入者には割引効果があり，商店には換金
せずに他の商店で利用した方が得になるような
インセンティブが働く仕組みになっている。

経 済 学 研 究428118（ ） ５８－３
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域内取引

図１ 取引主体タイプＯ，Ｃ，Ｎの取引概念図

β＝０ ０＜β＜１ β＝１
α＝１ Ｎタイプ Ｎ＋Ｃタイプ Ｃタイプ

０＜α＜１ Ｎ＋Ｏタイプ（１） Ｎ＋Ｃ＋Ｏタイプ（２） Ｃ＋Ｏタイプ（３）

α＝０ Ｏタイプ Ｏタイプ Ｏタイプ

表１ αと βの組合わせと取引主体タイプの組合せ

Ｎタイプは，取引決済は法定通貨もしくは地域

通貨決済で行う。Ｏタイプは，取引決済を法定

通貨でのみ行う。Ｃタイプは，地域通貨を法定

通貨に交換することができ，Ｏタイプ相手の取

引決済の際に法定通貨が不足した状態であって

も，地域通貨を十分に保有する場合には，地域

通貨を法定通貨に交換することができる。Ｃ，

Ｎタイプは同一コミュニティに所属し，Ｃタイ

プは地域通貨の換金が許されている特定事業

者，ＮタイプはＣタイプ以外のコミュニティ成

員とみなすことができる。Ｏタイプは，域外で

当該コミュニティに経済的に関わる企業とみな

すことができる。ＣタイプとＮタイプの合計と

Ｏタイプとの比率が当該コミュニティの経済取

引の地域内－外取引比率を表す。（Ｃ＋Ｎ）：

（Ｏ）＝域内：域外＝α：１－α。αを地域内取引

比率と呼ぶ。またＣとＮの比率が，当該コミュ

ニティにおける特定事業者数（Ｃ）と当該コミュ

ニティにおける家計数（Ｎ）の比率 βを表す。

Ｃ：Ｎ＝β：１－β。シミュレーションにおい

て，経済取引に法定通貨，紙券型地域通貨のど

ちらかを用いるかが重要となる。紙券型地域通

貨を使用できるのはＣ－Ｎ，Ｃ－Ｃ，Ｎ－Ｎ取

引に限られており，Ｃ－Ｏ，Ｎ－Ｏ，Ｏ－Ｏ取

引では法定通貨しか使用できない。初期保有通

貨の設定は，Ｏはすべて法定通貨とし，Ｃ，Ｎ

は地域通貨・法定通貨初期保有比率 γに応じて

初期設定が行われる。以上の α，β，γが基本

的なパラメータとなる。

以上の設定で，Ｃ，Ｎ，Ｏに分類された K 個

の結節点から一期毎に二個をランダムに抽出

し，売手と買手として経済取引を行わせる。こ

の取引を T 回（T 期）行う。一回の取引量と価

格は分析の単純化のためにともに１と仮定す

る。時間は t で表される。ただし，買手が通貨

保有０の場合には取引が成立しないので，新た

に取引する売手と買手をランダムに抽出する。

決済可能となるまで繰り返し抽出を行う。抽出

が行われた回数を「企図された取引回数」と呼

び，抽出によって取引が成立した回数を「実現

した取引回数」と呼ぶ。

パラメータの組合せとＮ－Ｃ－Ｏの組合せ

αと βの組合せと取引主体タイプの組合せを

整理したものが表１になる。

表１より，α＝１，β＝０設定は，Ｎの地域通

貨保有比率 γを０とした場合，吉地・西部

（２００７）の法定通貨を媒介とする経済取引ネット

ワーク・シミュレーションと同一の内容にな

る。仮に γを変化させても，Ｎタイプは法定通

貨も地域通貨も受領するため，両通貨に差異は

なく，得られる結果も同じものとなる。吉地・

西部（２００７）では，経済取引を１００％実現するの

に必要な一人あたり初期通貨保有量は平均取引

額の１７倍程度になると結論しており，紙券型

地域通貨においてもこの結論は当てはまる。相

互信用型地域通貨である LETSでは取引の際

に取引主体が地域通貨を自由に発行できるた

め，初期通貨保有量を増やす必要はない。仕事

を可能にする紙券型地域通貨の場合は，相互信

用型地域通貨には及ばないが法定通貨不足を補

う目的で発行されるため，法定通貨の保有量が
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取引主体 初期保有通貨の種類 通貨保有者数（Ｋ人中）

Ｏタイプ 法定通貨 K（１－α）人

Ｃタイプ
法定通貨 Kαβ（１－γ）人
地域通貨 Kαβγ人

Ｎタイプ
法定通貨 Kα（１－β）（１－γ）人
地域通貨 Kα（１－β）γ人

表２取引主体別初期保有通貨と通貨保有者数

一定である場合，地域通貨が発行される分だ

け，実現取引率（企図した取引が実際に実現し

た比率）の上昇に寄与し，法定通貨不足を緩和

しうる。中央銀行による通貨発行は政府の通貨

発行益を求めた政治的圧力とは別に実現取引率

を上昇させるための通貨の過剰発行とインフ

レーションを引き起こす危険性を伴っている。

法定通貨と交換の形で発行される紙券型地域通

貨はその危険性が少ない。しかし法定通貨と交

換の形で発行されない紙券型地域通貨は，通貨

発行量を押し上げ，インフレーションの危険性

を助長する側面を有している。但し通例紙券型

地域通貨が発行されるときは，法定通貨不足に

陥っていると考えられるので，インフレーショ

ンを助長する危険性は現在のところ極めて小さ

いと考えられる。

表１の一段目は βの値にかかわらず，同様

の結果をもたらす。αが１，β，γが任意という

設定では，Ｎ－Ｎ，Ｃ－Ｃ，Ｃ－Ｎ取引だけ

で，これらの取引において地域通貨を使用して

も法定通貨を使用してもよいため，パラメータ

を変えても得られる結論は，ランダム性による

揺らぎ程度で大きくは変わらない。

表１の三段目は α＝０のため，Ｏ－Ｏ取引の

み存在し，取引には法定通貨しか用いないた

め，βの値にかかわらず

一段目で得られる結果と

同様になる。独自性のあ

る組合せは二段目であ

る。我々が注目すべき

は，二段目の０＜α＜１，

０≦β≦１の組合せであ

る。重要な３つのパラ

メータの組合せを（１），

（２），（３）と呼ぶこととす

る。

通貨の初期保有設定

シミュレーションを行うにあたり，各タイプ

の主体の通貨の初期保有を決定する。初期時点

で，Ｋ主体（家計，企業）の参加者のうちＫ（１－

α）人は法定通貨を１初期保有，Ｋαβ（１－γ）＋

Ｋα（１－β）（１－γ）は法定通貨を１初期保有，Ｋ

αβγ人＋Ｋα（１－β）γが地域通貨を１初期保有

する。これをまとめたものが表２である。Ｏタ

イプは法定通貨しか初期保有せず，Ｃ，Ｎタイ

プは初期時点で，γに基づいて法定通貨もしく

は地域通貨を初期保有する。

表１－（１）のシミュレーション

まず β＝０とし，地域内取引比率 αを段階的

に変化させて，シミュレーションを行った。Ｋ

＝１００，通貨保有量は１００，γは１と０．５の設定

で，結果はそれぞれ表３，表４にまとめた。

β＝０は，Ｃタイプが不在で，換金できない

総通貨供給量 １００ １００ １００ １００
１００

Ｏ－Ｏ取引禁止

地域通貨供給量 １００ ９０ ５０ ２５ ２５

α（地域内取引比率） １ ０．９ ０．５ ０．２５ ０．２５

企図された取引回数 １０００ １０００ １０００ １０００ １０００

実現した取引回数 ５４９．３ ４９３．９ ４５４．６ ４８３．８ ２４２．２

実現取引率 ５４．９％ ４９．４％ ４５．５％ ４８．４％ ２４．２％

総通貨供給量 １００ １００ １００ １００
１００

Ｏ－Ｏ取引禁止

地域通貨供給量 ５０ ４５ ２５ １２．５ １２．５

α（地域内取引比率） １ ０．９ ０．５ ０．２５ ０．２５

企図された取引回数 １０００ １０００ １０００ １０００ １０００

実現した取引回数 ５４５．４ ５３１．８ ５１０．８ ５１９．１ ２５７．４

実現取引率 ５４．５％ ５３．２％ ５１．１％ ５１．９％ ２５．７％

表３ β＝０，γ＝１（Nタイプの初期保有は全て地域通貨），K＝１００

表４ β＝０，γ＝０．５（Nタイプの初期保有は法定通貨と地域通貨が等分），K＝１００
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地域通貨が法定通貨と併用されている地域経済

を表すと考えることができる。実現取引率をみ

ていくことにより，換金できない地域通貨が地

域経済に与える影響を考察する。「実現取引率」

≡「実現した取引回数」／「企図された取引回数」

と定義した。シミュレーション結果は１００回ず

つ繰り返したアンサンブル平均から得られたも

のである。

γ＝１として行った実験では，地域内取引比

率 αが１から段階的に低下する場合，実現取

引率が０．５まで段階的に低下するが，０．５を境

に上昇に転ずる。表３においては，αの４パタ

ンのみを取り上げたが，０．１刻みで調べると

０．５付近を最低の実現取引率として，そこから

αが上昇，もしくは下降すると実現取引率が上

昇することが確認できる。結果は次のように解

釈できる。このケースで，存在する取引はＮ－

Ｎ，Ｏ－Ｏ，Ｎ－Ｏ取引の三種類に限られる。

γが１のため，Ｎタイプは地域通貨しか初期保

有しておらず，売り手として法定通貨しか受け

取らないＯとは，法定通貨不足で取引実現が難

しい。従ってＮ－Ｏ取引が実現する確率は低

く，Ｎ－Ｎ，Ｏ－Ｏ取引の実現確率が高くな

る。αが１近辺や０近辺

では，シミュレーション

の設定上，それぞれＮ－

Ｎ取引とＯ－Ｏ取引が市

場の大部分を占めるた

め，実現取引率は上昇す

る。そ の 一 方 αが０．５

付近では市場を等分（主

体数が拮抗）するため，Ｎ－Ｏ取引が生じる確

率が上昇し，実現取引率は低下する。

本論では地域内需要の地域外流出効果の分析

を主眼としているため，αが０．５以下となった

場合に活発化するＯ－Ｏ取引を禁止したケース

を見ていくことが重要であろう。α＝０．２５と

し，Ｏ－Ｏ取引を禁止した結果が，表３の５列

目である。実現取引率が極端に低く，地域内取

引比率が極端に低い地域における地域通貨利用

が実現取引率の観点から見た流通効率性を著し

く低下させることがわかる。モデルをより単純

化するために，Ｏ－Ｏ取引を排除せずにシミュ

レーションを行う。ただし，αの値が極端に小

さいシミュレーション結果の解釈には注意が必

要なため，すべての表に補足的に α＝０．２５，Ｏ

－Ｏ取引禁止したシミュレーション結果をのせ

た。

次に γが１から段階的に低下したときに，α

との関係で実現取引率がどのように変化するか

シミュレーションを行った。γ＝０．５とした場

合の結果を表４にまとめた。Ｎタイプが初期保

有で法定通貨を持つ確率が上昇し（０％から

５０％），その結果法定通貨を必要とするＮ－Ｏ

取引の実現確率が上昇するため，γ＝１に比べ

全般的に実現取引率が上昇する。γについても

０．１刻みで αとの関係を調べると，γが小さい

ほど，実現取引率が高くなることが確認できた。

以上の結果，換金できない地域通貨は，地域

内取引率が低下した地域において大量に保有す

ると実現取引率という観点からみた地域経済の

交換効率性１２）にマイナスの効果をもたらすこと

が示された。

総通貨供給量 １００ １００ １００ １００
１００

Ｏ－Ｏ取引禁止

地域通貨供給量 １００ ９０ ５０ ２５ ２５

α（地域内取引比率） １ ０．９ ０．５ ０．２５ ０．２５

企図された取引回数 １０００ １０００ １０００ １０００ １０００

実現した取引回数 ５５０．０ ５０１．８ ４６７．９ ４９８．４ ２４６．４

実現取引率 ５５．０％ ５０．２％ ４６．８％ ４９．８％ ２４．６％

法定通貨換金率 ０％ ９．６８％ ２３．４％ ２３．２％ ３６．３％

表５ β＝０．１，γ＝１（N,C タイプの初期保有は全て地域通貨），K＝１００

図２ γ＝１の実現取引率と α－βの組合せ
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表１－（２），（３）のシミュレーション

まず β＝０．１，０．５，１とし，地域内取引比率

αを段階的に低下させて，シミュレーションを

行った。Ｋ＝１００，通貨保有量は１００，γは１と

０．５の設定で，結果はそれぞれ表５－１０にまと

めた。実現取引率に加えて，法定通貨換金率の

観点からみていく。

「法定通貨換金率」≡「Ｃタイプが換金した法

定通貨総額」／「Ｃ，Ｎタイプの初期保有地域通

貨総額」と定義する。シミュレーション結果は

１００回のアンサンブル平均を用いた。

表５より γ=１，β=０．１の場合，α=０．５近辺で

実現取引率は低下することが確認できる。α＝

０．５近辺では，地域外取引が多く取引を実現さ

せるため初期保有している地域通貨を法定通貨

に換金したいが，βが小さいため，換金可能な

Ｃタイプが不足する結果，実現取引率の低下を

引き起こしていると解釈できる。続いて表 6よ

り，γ＝１，β＝０．５の場合，表５と同様に α

＝０．５付近で実現取引率は低下するが，実現取

引率全般は表 5より高くなる。法定通貨換金率

を比較すると表 6の方が高くなっていることが

確認できる。表７より，γ=１，β=１の場合，

すべての地域内住民は法定通貨への換金が可能

となり，地域通貨を持つことと法定通貨を持つ

ことの区別がなくなり，実現取引率は，αのす

べてのパラメータにおいて５５％と高い水準に

なる。また換金率においても表５－６と比べ高

い水準となる。

表５－７のパラメータを更に拡張し，γ=１の

時の α－βの組合せと実現取引率を表したもの

が図 2である。実現取引率は β＝０．１,αが０．５

から０．８にかけて最も低くなる。βが高くな

り，換金可能性が高まるにつれ，実現取引率が

高い領域が拡大していく。

次に，γ＝１の時の α－βの組合せと法定通貨

換金率を表した図４を見ていく。法定通貨換金

率は，βが上昇するほど上昇する。表５－６よ

り αとの関係では αが０．５付近で高かった

が，βの広範な領域では０．３から０．４に換金率

のピークがあることが確認できる。基本的には

αが小さくなるほど，法定通貨を必要とする地

域外取引が増え，その結果換金率も上昇する。

ただし，αがあまりに小さい場合にはＯ－Ｏ取

引が増えるため，換金の必要性がなくなり，換

金率は低下する。

次に γ=1 を０．５に 変 更 し，β=０．１，０．５，１

の結果をまとめた表８，９，１０を見ていく。表

１２）「仕事を可能にするお金」という観点から見た場
合の解釈であり，「コミュニティを紡ぐお金」と
いう観点から見た地域通貨の評価ではないこと
に留意が必要である。

図３ γ＝０．５の実現取引率と α－βの組合せ

図４ γ＝１の法定通貨換金率と α－βの組合せ

図５ γ＝０．５の法定通貨換金率と α－βの組合せ
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５と表８，表６と表９，表７と表１０がそれぞれ

対応している。γが低下することは，地域内住

民が初期保有する法定通貨が増えることを意味

し，その結果実現取引率は γ＝１と比べ上昇

し，逆に法定通貨換金率は低下することが確認

できる。γ＝０．５の時の α－βの組合せと実現取

引率を表した図 3をみていく。γ＝１と比較し

γ＝０．５の方が，全般的に実現取引率が高いこ

とがわかる。Ｎ，Ｏ主体

が法定通貨を初期保有す

る確率が高いことによ

る。

次に γ＝０．５の時の α

－βの組合せと法定通貨

換金率を表した図５を

見 て い く。γ＝1の 場

合，換金率が高くなるの

はαが０．１から０．４の間

にあり，βが０．７以上の

領域である。γ＝０．５の場

合も，αが０．１から０．３の

間にあり βが０．８以上の

領域で換金率が高くな

る。γ＝１と比較すると

法定通貨換金率は半分に

なる。初期保有する法定

通貨が倍増したことによ

る。

（３）に 該 当 す る β＝１

の実験結果は，表７，１０

にまとめた。β＝１は，

すべての地域内住民が地

域通貨を法定通貨に換金

できることを意味してお

り，日本における「換金

は登録事業者が指定金融

機関で行う」という現行

法の下では実現困難な設

定を意味する。この設定

の下では，法定通貨不足

を地域通貨からの換金でおぎなえるため，αに

よらず実現取引率は高くなる。法定通貨換金率

は，地域内取引率が低下するほど高くなる。図

４－５の右端の線が β＝１に相当し，αが低いほ

ど法定通貨換金率が上がることが確認できる。

（２），（３）のシミュレーション実験より，実現

取引率は γが高すぎると全般的に低下し，法定

通貨換金率は γが高すぎると上昇することが確

総通貨供給量 １００ １００ １００ １００
１００

Ｏ－Ｏ取引禁止

地域通貨供給量 １００ ９０ ５０ ２５ ２５

α（地域内取引比率） １ ０．９ ０．５ ０．２５ ０．２５

企図された取引回数 １０００ １０００ １０００ １０００ １０００

実現した取引回数 ５４８．７ ５４９．３ ５４７．１ ５４８．０ ２６８．３

実現取引率 ５４．９％ ５４．９％ ５４．７％ ５４．８％ ２６．８％

法定通貨換金率 ０％ ５９．０％ ９４．８％ ９７．８％ ９９．７％

総通貨供給量 １００ １００ １００ １００
１００

Ｏ－Ｏ取引禁止

地域通貨供給量 １００ ９０ ５０ ２５ ２５

α（地域内取引比率） １ ０．９ ０．５ ０．２５ ０．２５

企図された取引回数 １０００ １０００ １０００ １０００ １０００

実現した取引回数 ５５０．０ ５３５．７ ５１７．８ ５２４．５ ２５９．８

実現取引率 ５５．０％ ５３．６％ ５１．８％ ５２．５％ ２６．０％

法定通貨換金率 ０％ ３．５％ １０．５％ １２．０％ １８．８％

総通貨供給量 １００ １００ １００ １００
１００

Ｏ－Ｏ取引禁止

地域通貨供給量 １００ ９０ ５０ ２５ ２５

α（地域内取引比率） １ ０．９ ０．５ ０．２５ ０．２５

企図された取引回数 １０００ １０００ １０００ １０００ １０００

実現した取引回数 ５４７．５ ５４２．７ ５３４．０ ５３６．３ ２６５．６

実現取引率 ５４．８％ ５４．３％ ５３．４％ ５３．６％ ２６．６％

法定通貨換金率 ０％ １５．６％ ３４．６％ ３６．５％ ４３．２％

表７ β＝１，γ＝１（N,C タイプの初期保有は全て地域通貨），K＝１００

表８ β＝０．１，γ＝０．５（N,C タイプの初期保有は地域通貨と法定通貨等分），K＝１００

表９ β＝０．５，γ＝０．５（N,C タイプの初期保有は地域通貨と法定通貨等分），K＝１００

総通貨供給量 １００ １００ １００ １００
１００

Ｏ－Ｏ取引禁止

地域通貨供給量 １００ ９０ ５０ ２５ ２５

α（地域内取引比率） １ ０．９ ０．５ ０．２５ ０．２５

企図された取引回数 １０００ １０００ １０００ １０００ １０００

実現した取引回数 ５４６．２ ５３０．０ ５１５．９ ５２５．５ ２６１．０

実現取引率 ５４．６％ ５３．０％ ５１．６％ ５２．６％ ２６．１％

法定通貨換金率 ０％ ３７．９％ ７３．２％ ７３．０％ ８９．６％

表６ β＝０．５，γ＝１（N,C タイプの初期保有は全て地域通貨），K＝１００
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認できた。

地域通貨は地域内に需要をとどめながら，実

現取引率を高いレベルで維持することが理想で

ある。地域通貨比率 γを高めても，実現取引率

が低下すれば取引効率性は低下したと言わざる

を得ない。γを高めても法定通貨換金率が上昇

すれば，一時的に需要が域内に留まるだけで持

続的に地域通貨が地域内循環しない恐れがあ

る。そこで適切な γのレベルを考察してみる。

γの適切なレベルは，法定通貨換金率が低く，

実現取引率が高いという２つの条件を満たして

いることを条件とした。β＝１に固定して，実

現取引率と αと γの組合せを表したのが図６

である。γ＝０．７の時は αの全領域で実現取引

率が高い。図７は法定通貨換金率と αと γの

組合せを表したものである。図７において，γ

＝０．７を見ると αが０．１から０．７にかけて法定

通貨換金率が高く（６０％から８０％），αが０．８

から１にかけて低い（０％から４０％）。γ＝０．７

近辺は，αの水準が変化しても，法定通貨換金

率を変化させることによって実現取引率を低下

させないパラメータと言える。適切な γの条件

に照らし合わせると γ＝０．７の時は，αが０．８

から 1の間が望ましい水準と言える。他にも望

ましい水準を探してみると，図６において，γ

が０．２から０．７にかけて比較的実現取引率が高

い領域が見られる。図７において，換金率４０％

以下が γ＝０．２から０．５，α＝０．５以上の領域に

広範にあり，この領域を図６の実現取引率が高

い領域と重ね合わせると０．２≦γ≦０．５，０．５≦α

が望ましい水準と考えられる。望ましい水準を

分かりやすく示すために，指標 δを導入する。

δ＝実現取引率×（１－法定通貨換金率）と定義す

る。実現取引率が高く，法定通貨換金率が低い

程 δ値が大きくなるように作られている。δ値

と αと βの組合せが図８となる。図８より，

望ましい γは δ値が０．６－０．８の領域から探す

ことができる。αが 1や 0のケースでは，γに

かかわらず δ値は高くな

るが，これは地域通貨と

法定通貨の区別を無意味

にするパラメータだから

である。一般的には α

が低下するにつれ，γを

小さくしなければ δ値は

低くなる。例えば，αが

図６ β＝１の実現取引率と α－γの組合せ

図７ β＝１の法定通貨換金率と α－γの組合せ

図８ β＝１の指標 δと α－γの組合せ

総通貨供給量 １００ １００ １００ １００
１００

Ｏ－Ｏ取引禁止

地域通貨供給量 １００ ９０ ５０ ２５ ２５

α（地域内取引比率） １ ０．９ ０．５ ０．２５ ０．２５

企図された取引回数 １０００ １０００ １０００ １０００ １０００

実現した取引回数 ５４７．６ ５４６．８ ５４８．５ ５５０．９ ２６７．０

実現取引率 ５４．８％ ５４．７％ ５４．９％ ５５．１％ ２６．７％

法定通貨換金率 ０％ ２６．２％ ４５．８％ ４９．４％ ５０．４％

表１０ β＝１，γ＝０．５（N,C タイプの初期保有は地域通貨と法定通貨等分），K＝１００
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０．５以上の場合，δ値が０．６－０．８になるのは，

γが０．５以下のときである。シミュレーション

は，αの水準に応じた適切な γが存在すること

を示唆している。

３．おわりに

本論では，使用期限無期限で発行できる換金

可能な地域通貨に関わる法とその改正の経緯を

論じ，法定通貨に換金可能な紙券型地域通貨を

導入した場合の実現取引率と法定通貨換金率の

変化についてＣ（換金可能な特定事業者），Ｎ

（地域住民），Ｏ（地域外事業者）という三種の取

引主体によって構成されるノード（結節点）を用

いてランダム・ネットワーク・シミュレーショ

ンを行った。基本的な三つのパラメータ α（地

域内取引比率），β（特定事業者・地域住民比

率），γ（地域通貨・法定通貨初期保有比率）で場

合分けすることにより，その経済的効果を考察

した。

地域通貨は限定された地域やコミュニティで

しか使用できないため，地域内に需要をとどめ

ることができる。地域通貨の法定通貨への換金

を認めると，地域内需要の地域外流出が生じ

る。そこで法定通貨と換金可能な紙券型地域通

貨を導入することにより，地域通貨により本来

地域内で流通するはずであった需要がどの程度

地域外へ流出することになるかを明らかにする

ためにシミュレーション実験を行った。その結

果，法定通貨換金率は，αが低く，βが大きい

場合に高くなることが示された。地域の産業連

関が地域外に依存する割合が大きいほど，換金

率が上昇し，βが上昇すればそれだけ換金が容

易になるからである。またＣ，Ｎが持つ地域通

貨比率 γが小さいほど，換金率は低下すること

が示された。γが小さいほど地域外取引に必要

な法定通貨を初期保有しているからである。

地域通貨は地域内に需要をとどめながら，実

現取引率を高いレベルで維持することが理想で

ある。地域通貨比率 γを高めても，実現取引率

が低下すれば取引効率性は低下したと言わざる

を得ない。γを高めても法定通貨換金率が上昇

すれば，一時的に需要が域内に留まるだけで持

続的に地域通貨が地域内循環しない恐れがあ

る。地域内需要の流出規模は，法定通貨で取引

する地域外取引によって規定されるため，野放

図に紙券型地域通貨を発行しても換金されその

効果は小さい。地域通貨が必要以上に換金され

ずに循環するためには，地域内取引比率 αに

応じた地域通貨・法定通貨比率 γを設定するこ

とが肝要である。シミュレーションは，α値に

応じた γの適切な水準が広範囲に存在すること

を示している。

仕事を可能にするお金としての紙券型地域通

貨を導入する場合，γは αによってその限界を

規定され，αを配慮しない地域通貨発行は換

金１３）をもたらすことに留意する必要がある。

γと αはシミュレーションにおいては，独立

したパラメータであるが，実際は γが上昇し，

地域外で調達していた財やサービスを地域内で

調達するようになれば，αが連動して上昇する

ことが考えられる。「仕事を可能にするお金」と

して地域通貨を導入する地域では，αを上昇さ

せるまちづくりを考えていくことや γを地道に

上昇させていくことが地域に需要をとどめるこ

とを可能にする紙券型地域通貨を導入する上で

重要であろう。
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